
厚生労働省　総括表　様式１－１

政策別コスト情報総括表

１．政策にかかるコスト （単位：百万円）

(a)/(A) (b)/(A) (c)/(A)

1.安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること 20,602,010               24.1%                      51,904 16.9% (0.3%)                        3,721 8.7% (0.0%)                20,546,384 24.1% (99.7%)                10,017,422

2.安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること 100,648                   0.1%                      11,454 3.7% (11.4%)                          660 1.5% (0.7%)                      88,533 0.1% (88.0%)                              -

3.働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備すること 1,120,470                 1.3%                      46,745 15.2% (4.2%)                        3,773 8.8% (0.3%)                  1,069,950 1.3% (95.5%)                  1,031,660

4.非正規労働者の処遇改善、女性の活躍推進や均等待遇、ワーク・ライ
フ・バランスの実現等働き方改革を推進すること

30,265                     0.0%                        4,673 1.5% (15.4%)                          513 1.2% (1.7%)                      25,078 0.0% (82.9%)                      22,050

5.意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働
者の職業の安定を図ること

2,123,582                 2.5%                    107,520 35.0% (5.1%)                        3,946 9.2% (0.2%)                  2,012,114 2.4% (94.8%)                  1,511,128

6.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に
発揮できるような環境整備をすること

136,714                   0.2%                      13,615 4.4% (10.0%)                          263 0.6% (0.2%)                    122,834 0.1% (89.8%)                    137,865

7.安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推進する
こと

468,012                   0.5%                        2,168 0.7% (0.5%)                          292 0.7% (0.1%)                    465,551 0.5% (99.5%)                            83

8.ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供
するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図ること

2,881,165                 3.4%                        4,268 1.4% (0.1%)                          648 1.5% (0.0%)                  2,876,248 3.4% (99.8%)                              -

9.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくり
を推進すること

1,842,103                 2.2%                        7,958 2.6% (0.4%)                          634 1.5% (0.0%)                  1,833,511 2.2% (99.5%)                            41

10.高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの整
備を図ること

53,086,233               62.1%                        6,707 2.2% (0.0%)                          363 0.8% (0.0%)                53,079,161 62.4% (100.0%)                42,215,118

11.高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮
らせる社会づくりを推進すること

2,898,937                 3.4%                        2,390 0.8% (0.1%)                          363 0.8% (0.0%)                  2,896,183 3.4% (99.9%)                              -

12.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること 23,246                     0.0%                        1,195 0.4% (5.1%)                          181 0.4% (0.8%)                      21,869 0.0% (94.1%)                              -

13.国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究開発の振興並
びに保健衛生分野の調査研究の充実を図ること

87,055                     0.1%                      12,872 4.2% (14.8%)                        1,451 3.4% (1.7%)                      72,731 0.1% (83.5%)                              -

14.国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること 1,215                       0.0%                          512 0.2% (42.2%)                            77 0.2% (6.4%)                          625 0.0% (51.4%)                              -

官房経費等 59,465                     0.1%                      33,344 10.8% (56.1%)                      26,120 60.7% (43.9%)                              - 0.0% (0.0%)                              -

合　　　計 85,461,128               100.0%                    307,333 100.0% (0.4%)                      43,013 100.0% (0.1%)                85,110,780 100.0% (99.6%)                54,935,370

区　　　　　分
コスト計

(A)=(a)+(b)+(c)

内　　　　　訳

（参　考）
自己収入Ⅰ　人にかかるコスト

(a)

Ⅱ　物にかかるコスト（庁舎等を
含む。）

(b)

Ⅲ　事業コスト（その他事業コス
トを含む。）

(c)



２．参考情報（各政策に配分した官房経費等の額） (単位：百万円）

(a)/(A) (b)/(A) (c)/(A)

1.安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること 11,438                     19.2%                        3,253 9.8% (28.4%)                        8,184 31.3% (71.6%)                              - 0.0% (0.0%)

2.安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること 2,627                       4.4%                          788 2.4% (30.0%)                        1,839 7.0% (70.0%)                              - 0.0% (0.0%)

3.働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備すること 4,901                       8.2%                        2,621 7.9% (53.5%)                        2,279 8.7% (46.5%)                              - 0.0% (0.0%)

4.非正規労働者の処遇改善、女性の活躍推進や均等待遇、ワーク・ライ
フ・バランスの実現等働き方改革を推進すること

1,817                       3.1%                          813 2.4% (44.7%)                        1,004 3.8% (55.3%)                              - 0.0% (0.0%)

5.意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働
者の職業の安定を図ること

20,142                     33.9%                      18,230 54.7% (90.5%)                        1,911 7.3% (9.5%)                              - 0.0% (0.0%)

6.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に
発揮できるような環境整備をすること

4,382                       7.4%                        3,596 10.8% (82.1%)                          786 3.0% (17.9%)                              - 0.0% (0.0%)

7.安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推進する
こと

945                         1.6%                          232 0.7% (24.6%)                          713 2.7% (75.4%)                              - 0.0% (0.0%)

8.ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供
するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図ること

1,900                       3.2%                          406 1.2% (21.4%)                        1,494 5.7% (78.6%)                              - 0.0% (0.0%)

9.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくり
を推進すること

3,147                       5.3%                        1,109 3.3% (35.2%)                        2,038 7.8% (64.8%)                              - 0.0% (0.0%)

10.高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの整
備を図ること

857                         1.4%                          183 0.5% (21.4%)                          674 2.6% (78.6%)                              - 0.0% (0.0%)

11.高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮
らせる社会づくりを推進すること

1,066                       1.8%                          227 0.7% (21.4%)                          838 3.2% (78.6%)                              - 0.0% (0.0%)

12.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること 533                         0.9%                          113 0.3% (21.4%)                          419 1.6% (78.6%)                              - 0.0% (0.0%)

13.国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究開発の振興並
びに保健衛生分野の調査研究の充実を図ること

5,471                       9.2%                        1,718 5.2% (31.4%)                        3,753 14.4% (68.6%)                              - 0.0% (0.0%)

14.国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること 231                         0.4%                            49 0.1% (21.4%)                          182 0.7% (78.6%)                              - 0.0% (0.0%)

合　　　計                      59,465 100.0%                      33,344 100.0% (56.1%)                      26,120 100.0% (43.9%)                              - 0.0% (0.0%)

区　　　　　分
コスト計

(A)=(a)+(b)+(c)

内　　　　　訳

Ⅰ　人にかかるコスト
(a)

Ⅱ　物にかかるコスト（庁舎等を
含む。）

(b)

Ⅲ　事業コスト（その他事業コス
トを含む。）

(c)


